
 
 

 

栃木県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する要綱 
 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関し、栃木県公の施設

に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年栃木県条例第４号。以下

「通則条例」という。）及び栃木県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する

条例施行規則（平成１７年栃木県規則第１１号。以下「通則規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定める。 
 
（指定管理者の公募） 

第２条 公の施設を所管する部局長等（以下「所管部長等」という。）は、指定管理者に

なろうとする法人その他団体（以下「法人等」という。）に当該公の施設（以下「当該

施設」という。）の管理運営を行わせようとするときは、栃木県公報に登載して公募を

行うとともに、県のホームページに公募要領を掲載し、ダウンロードできるようにする

ものとする。 
 

（公募要領） 
第３条 公募要領には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
（１） 当該公の施設の設置の目的、規模その他概要に関する事項 
（２） 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 
（３） 指定管理者の指定の申請をする法人等に必要な資格 
（４） 指定管理者として指定する期間 
（５） 指定管理者の候補者の選定の方法 
（６） 県が支払う委託料の上限額 
（７） 申請の手続 
（８） 県と指定管理者の責任分担 
（９） モニタリング 
（１０） 仕様書 
（１１）  協定書 
（１２）  事業報告書等 
（１３）  事業の継続が困難になった場合の措置等 
（１４）  当該施設の施設別利用状況等資料 
（１５）  原状回復及び事務引継 
（１６）  その他所管部局長が必要と認める事項 
 
（指定管理者の指定の申請） 

第４条 通則規則第５条第２項第４号の知事が定める書類は、次に掲げる書類とする。 
（１） 個人又は法人が２者以上で構成する共同体（以下「コンソーシアム」という。）

による申請の場合には、当該コンソーシアムを構成する個人の住民票の写し又は法

人の登記事項証明書 
（２） コンソーシアムによる申請の場合には、その構成員及び当該コンソーシアムの代

表を明記した書類（別記様式第１号） 
（３） 役員等の氏名（フリガナを含む）、生年月日、住所及び略歴等を記載した書類 



 
 

 

（４） 県税、地方消費税の納税証明書（納税義務者でない場合、「未納の税額がないこ

との証明書」） 
（５） 団体の設立趣旨、組織、事業内容等概要を記載した書類 
（６） その他所管部長等が定める書類 
 
（現地説明会の開催） 

第５条 所管部長等は、指定管理者の公募を行う場合にあっては、原則として、通則規則

第３条の規定による栃木県公報への登載を行った日（以下「公募開始日」という。）以

降適切な時期に、当該施設において現地説明会を開催するものとする。 
 
（指定の申請の受付期間等） 

第６条 所管部長等は、前条の現地説明会の開催後に、指定の申請を受付けるものとする。 
２ 公募開始日から指定の申請の受付を開始する日までの期間及び指定の申請の受付期間

は、原則として、それぞれ１か月以上確保するものとする。 
 

（指定管理者選考委員会） 
第７条 所管部長等は、当該施設の指定管理者の選定について意見を聴くため、指定管理

者選考委員会（以下「委員会」という。）を置くものとする。 
２ 委員会は、原則５名以上の委員をもって組織し、過半数は庁外の有識者及び学識経験

者とする。 
３ 前２項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。 
 
（選定結果の通知） 

第８条 所管部長等は、通則条例第５条第１項の規定による選定を行ったときは、速やか

にその結果を申請者に通知しなければならない。この場合において、選定されなかった

申請者に対しては、理由の提示を併せて行うものとする。 
 
（指定管理者の指定） 

第９条 所管部長等は、法第２４４条の２第６項の規定による議会の議決があったときは、

当該議決に係る指定管理者の候補者を指定管理者に指定する。 
２ 指定管理者の指定の様式は、別記様式第２号のとおりとする。 
 
（変更の届出） 

第１０条 通則条例第７条の変更届出書は、別記様式第３号のとおりとする。 
 
  （事業報告書の作成及び提出） 
第１１条 所管部長等は、毎年度終了後（法第２４４条の２第５項の規定による指定を受

けた期間が１年以内であった場合においては、当該指定を受けた期間の満了後）原則、

６０日以内に、当該施設に関する次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、所管

部長等に提出するよう指定管理者に求めるものとする。 
（１） 当該施設の管理業務の実施状況及び利用者の利用状況 
（２） 当該施設の使用料又は利用に係る料金の収入実績 
（３）  当該施設の管理に係る経費の収支状況 



 
 

 

（４） 前各号に掲げるもののほか、当該施設の管理の実態を把握するために所管部長

等が必要と認める事項 
２ 前項の規定にかかわらず、年度の中途において法第２４４条の２第１１項の規定によ

り指定を取り消され、又は年度末を含む期間の業務の停止を命じられた場合においては、 

当該取消し又は業務停止命令があった日から起算して３０日以内に、当該年度分として、 

当該取消し又は業務停止命令があった日までの間の事業報告書を作成し、所管部長等に 

提出するよう指定管理者に求めるものとする。 
３ 事業報告書の様式は、別記様式第４号のとおりとする。 
 
  （業務報告の聴取等） 
第１２条 所管部長等は、法第２４４条の２第１０項の規定に基づき、当該施設の管理の

適正を期するために、指定管理者に対して、当該施設の設置及び管理に関する条例で定

める管理の基準に従って行われるべき当該指定管理業務及びその経理の状況に関し、定

期に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をするものと

する。 
 

      附 則 
  この要綱は、平成１７年６月２４日から実施する。 
 
      附 則 
  この要綱は、平成１８年６月２日から実施する。 

 
    附 則 
この要綱は、平成２５年６月２４日から実施する。 
 
   附 則 
この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 
 
  附 則 
この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 
 

附 則 
この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 
 

附 則 
この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 
 
  附 則 
この要綱は、令和６年７月１０日から実施する。 



 
 

 

別記様式第１号（第４条関係） 
 

コンソーシアム構成員表 
 
 
コンソーシアム名                                
 
代

表

と  
な  
る  
者 

 

住 所 、 本 店 又 は 主 たる

事 務 所 の 所 在 地 
 
 

法 人 等 の 場 合 は 
そ の 名 称 

 
 

氏 名 又 は 法 人 等 の 場 合 
は 代 表 者 の 氏 名 

 
 

主 な 担 当 業 務  

構

 

 

成

 
 
員 

住 所 、 本 店 又 は 主 たる

事 務 所 の 所 在 地 
 
 

法 人 等 の 場 合 は 
そ の 名 称 

 
 

氏 名 又 は 法 人 等 の 場 合 
は 代 表 者 の 氏 名 

 
 

主 な 担 当 業 務  

構

 

 

成

 
 
員 

住 所 、 本 店 又 は 主 たる

事 務 所 の 所 在 地 
 
 

法 人 等 の 場 合 は 
そ の 名 称 

 
 

氏 名 又 は 法 人 等 の 場 合 
は 代 表 者 の 氏 名 

 
 

主 な 担 当 業 務  
※コンソーシアムによる申請を行う場合のみ提出すること。 
  
 
 
 
 
 
 



 
 

 

別記様式第２号（第９条関係） 
栃木県指令○第○号 

 
（本店又は主たる事務所の所在地）×× 

（指定管理者名称）× 
 
 
×○○年○月○日付けで申請のあった（施設名）の指定管理者の指定については、地方自

治法第２４４条の２第３項の規定により、次のとおり指定します。 
 
 
××○○年○月○日 
 
 

栃木県知事  ○ ○ ○ ○××××××× 
 
 
１ 公の施設の名称××○○○ 
 
２ 指定管理者の名称×○○○ 

（コンソーシアムの場合は、その代表者及び構成員を記載する。） 
３ 指定管理者の本店又は主たる事務所の所在地 
           ○○○ 
 
４ 指定管理者の代表者の氏名 
           ○○○ 
 
５ 指定期間×××××○○年○月○日から○○年○月○日まで 
 



 
 

 

別記様式第３号（第１０条関係） 
 
             変  更  届  出  書 

  年  月  日 
 栃 木 県 知 事 様 
 

本店又は主たる事務所 
の 所 在 地 

申請者   名   称 
代表者氏名                       
電 話 番 号 

 
 
                
 次のとおり             を変更したので、栃木県公の施設の指定管理者 
               
の指定の手続等に関する条例第７条の規定により、次のとおり届け出ます。 
 
 
 
当 該 施 設 の 名 称 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
変  更  の  内  容 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
変  更  年  月  日 
 

 
              年  月  日 
           

注  登記事項証明書等変更を証する書面を添付すること。 
 
 
 
 



 
 

 

別記様式第４号（第１１条関係） 
 
              事  業  報  告  書 
 
                                                             年  月  日 
  
栃 木 県 知 事 様 

  
本店又は主たる事務所 
の 所 在 地 

申請者   名   称 
代表者氏名                      
電 話 番 号 

 
 
 地方自治法第２４４条の２第７項の規定により、次のとおり事業報告書を提出します。 
 
 
１ 当該施設の名称 
 
２ 当該施設の管理業務の実施状況及び利用者の利用状況 
 
３ 当該施設の使用料又は利用に係る料金の収支実績 
 
４ 当該施設の管理に係る経費の収支状況 
 
５ 当該施設の管理業務の実施に関し改善すべき事項がある場合には、その内容 
 
６ その他当該施設ごとに知事が定める事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 １ 記載事項を欄内に記入できないときは、別紙に記載し、添付すること。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とすること。 


